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新保育所保育指針について
○ 第1章～第7章で構成、保育所における保育の内容を定める
○ 厚生労働大臣告示（平成20年3月28日公布）

第１章 総則

第２章 子どもの発達

第３章 保育の内容

第６章 保護者に対する支援

第４章 保育の計画及び評価

第５章 健康及び安全第７章 職員の資質向上

１．趣旨
２．保育所の役割
３．保育の原理
４．保育所の社会的責任

１．乳幼児期の発達の特性
２．発達過程

１．保育のねらい及び内容
２．保育の実施上の配慮事項

１．保育の計画
２．保育の内容等の自己評価

１．子どもの健康支援
２．環境及び衛生管理並びに

安全管理
３．食育の推進
４．健康及び安全の実施体制等

１．保育所における保護者に対する
支援の基本

２．保育所に入所している子どもの
保護者に対する支援

３．地域における子育て支援

１．職員の資質向上に関する
基本事項

２．施設長の責務
３．職員の研修等

保育所保育指針の基本となる考え方と全体像を
示す（２章以下の根幹を成す）

保育士等が子どもの発達及び生
活の連続性に配慮して保育する
ため、乳幼児期の発達の特性や
発達過程について示す

乳幼児期の子どもが身につけることが望まれる
心情、意欲、態度などの事項及び保育士等が行
わなければならない事項等、保育所における保
育の内容を示す

計画に基づいた保育の実施のた
め、「保育課程」及び「指導計画」を
明確化するとともに、保育の質の
向上の観点から、保育所や保育士
等の自己評価について示す

子どもの生命の保持と健やかな生
活の基本となる健康及び安全の確
保のため、保育所において留意しな
ければならない事項について示す

保護者支援の原則や基本を踏まえ、保育所の
特性を生かした入所児の保護者への支援及び
地域の子育て支援について示す

質の高い保育を展開するために
必要となる職員の資質向上につ
いて、施設長の責務を明確化す
るとともに研修等について示す
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＊児童福祉法 第１８条の４保 育 士

＊児童福祉法 第18条の18第1項登 録 （各都道府県単位）
（登録者数 ９５０，１２０人：Ｈ２１．３．３１現在）

＊児童福祉法 第18条の6第2号保育士試験
（ ）指定保育士養成施設 各都道府県,指定試験機関委託 ＊児童福祉法 第18条の9）

＊児童福祉法第18条の6第1号
（保 育 士 試 験 受 験 資 格）

【Ｈ２１．４．１現在】
児童福祉施設 児童福祉施設大学、短大

を卒業（見込（大 学：２１３か所）
実務経験２年 実務経験５年み者を含む）

又２年以上在（短期大学：２６３か所）
学し、62単位

以上取得者等（専修学校：１０３か所）

（施 設： ４か所）

高等学校卒業者、もしくはそれと同等の資格を有する者等

中学校
卒業者

保育士資格取得方法



介護福祉士の資格取得方法（現行）

平成２１年２月末現在

介護福祉士の資格（登録）

（７２９，７００人）

養成施設 養成施設 介護福祉士国家試験

487,932人（２～４年課程） （１年課程）

［446］ ［62］ ( )実技試験 免除

221,066人 20,103人 実 技 試 験

筆 記 試 験

・福祉系大学等

・社会福祉士養成施設等

・保育士養成所等

介 護 技 術 講 習

選 択

福祉系高等学校において厚生労働大臣

介護等の業務経験が 年以上ある者 が定める科目を履修して卒業した者高 校 卒 業 者 等 3

(参考)

平成19年４月１日現在）221校（

第39条第１号 第39条第２号、第３号 第39条第４号 第39条第４号

第40条第２項 第40条第２項

第１号 第２号

注．［ ］内の数字は、平成２０年４月１日現在の課程数である。
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介護福祉士の資格取得方法（平成２４年度～）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

実務経験
３年以上

養成課程
６月以上

介　護　福　祉　士　資　格　（　登　録　）

介護福祉士国家試験

介護福祉士養成施設
等
　　（２年以上）

※１年課程の場合
は、
・福祉系大学等
・社会福祉士養成施
設等
・保育士養成所等
を卒業したのち入学

福祉系高等学校等

特例高等学校等

実務経験
９月以上

１８００時間

１１９０時間
（34単位）

１１５５時間
（33単位）

＋

＋

平成２４年度に
実施される試験
から

１８２０時間
（52単位）

６００
時間

１１７０時間
１１５５時間

平成２
４年度
に実施
される
試験か
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社会福祉士の資格取得方法

実務１年指定施設 実務経験２年 実務経験２年 実務１年指定施設 実務経験２年

福祉系大学等 ・児童福祉司 福祉系大学等 （厚生相談所等） 指定施設 指定施設 一般大学等 （厚生相談所等） 指定施設

福祉系短大等 ・身体障害者福祉司 （厚生相談所等） （厚生相談所等） （厚生相談所等） 実務４年指定施設

４年 ４年 福祉系短大等 ４年 一般短大等

・査察指導員 （更生相談所等）

３年 福祉系短大等 ・知的障害者福祉司 ３年 福祉系短大等 社会福祉主事 ３年 一般短大等

２年 養成機関 ２年

２年 ・老人福祉士指導主事

指定科目履修 指定科目履修 指定科目履修 基礎科目履修 基礎科目履修 基礎科目履修 基礎科目を 基礎科目を 基礎科目を

（18科目） （18科目） （18科目） ４年 （12科目） （12科目） （18科目） 履修していない者 履修していない者 履修していない者

７条１号 ４号 ７号 12号 ２号 5号 8号 ９号 ３号 ６号 10号 11号

社会福祉士資格（登録）

一般養成施設等（１年以上）

短期養成施設（６月以上）

社会福祉士国家試験

（平成２１年２月末現在・・・登録者数１０９,１５８人）

一般養成施設等（１年以上）

短期養成施設等（６月以上）

社会福祉士国家試験

社会福祉士資格（登録）

実務１年
指定施設

（更生相談所等）
実務２年
指定施設

（更生相談所等）

実務２年
指定施設

（更生相談所等）

実務２年
指定施設

（更生相談所等）

実務１年
指定施設

（更生相談所等）

実務１年
指定施設

（更生相談所等）

実務２年
指定施設

（更生相談所等）
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訪問介護員（ホームヘルパー）養成研修３級課程

訪問介護員(ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ)養成研修２級課程
＜初級レベル＞

＜中級レベル＞

＜上級レベル＞

介護福祉士＜国家資格＞

Ｈ22.4～
介護報酬
算定外

訪問介護員(ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ)養成研修１級課程

介護職員基礎研修

訪問介護員（新人） 等

サービス提供責任者
主任介護職員

訪問介護員（常勤） 等

サービス提供責任者

介護保険制度関係の介護従事者の資格
（訪問介護の場合のイメージ図）

Ｈ24.３に養成

終了予定。介
護職員基礎

研修に一本化
の予定。
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基礎理解とその展開（360時間）

－講義・演習を一体的に実施－

３．老人、障害者等の疾病、障害等に関する理解(30H)

実習（140時間）

別表

＋

＜５００時間＞

介護職員基礎研修の概要

○その他

・訪問介護員養成研修修了者については、受講科目を一部免除。各科目ごとに研修機関が修得度を評価。
・研修事業者が教育体制（講師、設備等）等の情報項目を開示。
・認知症高齢者へのケアや医療・看護との連携等に関する内容を充実。
・講義と演習を一体的に実施

○研修科目及び研修時間数等

別表のとおり

○対象者

介護福祉士資格を所持しない者で、今後介護職員として従事しようとする者若しくは現任の介護職員とする。

○実施主体
介護職員基礎研修の実施主体は、都道府県知事又は都道府県知事の指定した者とする。

○目 的

介護職員基礎研修は、介護職員として介護サービスに従事しようとする者を対象とした基礎的な職業教育として、対人理解や対人援助の基本的な視点と
理念、専門的な職業人として職務にあたる上での基本姿勢、基礎的な知識・技術等を修得させるとともに、介護職員については将来的には、任用資格は介
護福祉士を基本とすべきであることを踏まえて、より専門的な知識・技術を修得するための機会とすることを目的とする。

１．生活支援の理念と介護における尊厳の理解(30H)

２．老人、障害者等が活用する制度及びサービスの理解(30H)

４．認知症の理解(30H)

５．介護におけるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと介護技術(90H)

６．生活支援と家事援助技術(30H)

７．医療及び看護を提供する者との連携(30H)

８．介護における社会福祉援助技術(30H)

９．生活支援のためのアセスメントと計画(30H)

10．介護職員の倫理と職務(30H)
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協働 

技術 知識 

共感性 

組織 

技術 

倫理 

教養 創意 

チーム 

人間性 

介護福祉士養成校 

介護福祉士 

介護統括責任者 

介護統括責任者研修（200～250 時間） 

熟練者 

介護職員の養成研修体系とキャリアパス 

介護職員基礎研修修了者 

小規模多機能拠点等の管理者 

サービス管理研修（200～250 時間）（★） 

介護業務に従事しようとする多様な人材 

実務経験＋国家試験 

スーパーバイザー 

小規模チームのリーダー 

初任者等の指導係 

ファーストステップ研修（200 時間） 

（キャリア形成の共通基盤） 

熟練者養成（★） スーパーバイザー養成（★） 

再就業支援研修 

技能研修（※） 

★印の研修については、カリキュラムの一部が重複することが

想定される。 
※ 技能研修は、様々なレベルに対応した各種の知識・技能に関

する研修。より上位の研修を受講する際の要件としてポイン

ト評価等に位置づけられる場合がある。 

熟練志向 教育志向 組織志向 

再就業支援研修 

技能研修（※） 

再就業支援研修 

セカンドステップ研修 

ヘルパー2 級

等の現任者 

介護職員基礎研修（500 時間） 
減免 

8＜出典＞ 「介護サービス従事者の研修体系のあり方について（最終まとめ）」（平成１８年３月 全国社会福祉協議会）



家 庭 的 保 育 事 業 の 体 系

◎家庭的保育事業の定義【法６の２⑨】

家庭的保育事業とは、乳児又は幼児であって、市町村が第二十四条第一項に
規定する児童に該当すると認めるものについて、家庭的保育者（市町村長が行う
研修を修了した保育士その他の厚生労働省令で定める者であって、これらの乳
児又は幼児の保育を行う者として市町村長が適当と認めるものをいう。）の居宅そ
の他の場所において、家庭的保育者による保育を行う事業をいう。

◎保育の実施【法２４①】

市町村は、・・・保護者から申込みがあったときは、それらの児童を保育所におい
て保育しなければならない。ただし、保育に対する需要の増大、児童の数の減少
等やむを得ない事由があるときは、家庭的保育事業による保育を行うことその他
の適切な保護をしなければならない。

◎事業の開始等【法３４の１４①】

市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、厚生労働省令で定
める事項を都道府県知事に届け出て、家庭的保育事業を行うことができる。

◎実施基準の遵守【法３４の１５】

家庭的保育事業を行う市町村は、その事業を実施するために必要なものとして
厚生労働省令で定める基準を遵守しなければならない。

児 童 福 祉 法 （抜粋）

◎都道府県による指導監督【法３４の１６】
・ 都道府県知事は、前条の基準を維持するため、家庭的保育事業を行う市町
村に対して、必要と認める事項の報告を求め、又は当該職員に、関係者に対し
て質問をさせ、若しくは家庭的保育事業を行う場所に立ち入り、設備、帳簿書
類その他の物件を検査させることができる。

・ 都道府県知事は、家庭的保育事業を行う市町村に対して、・・・その事業の制
限又は停止を命ずることができる。（法令違反や乳幼児の処遇に不当な行為を
したとき）

◎情報提供【法３４の１７】

家庭的保育事業を行う市町村は、家庭的保育事業による保育を行うことを希望
する保護者の家庭的保育者の選択及び家庭的保育事業の適正な運営の確保に
資するため、・・・その区域内における家庭的保育者、家庭的保育事業の運営の
状況その他の厚生労働省令の定める事項に関し情報の提供を行わなければなら
ない。

実施基準（イメージ）

◎家庭的保育者の要件

保育士又は保育士と同等の知識及び経験を有するものとして市町村長が認める者
であって、市町村長が行う研修を修了した者

◎実施場所等

・ 専用の部屋を有すること
・ 保育を行う居室は9.9㎡以上、３人を超える場合は１人超えるにつき3.3㎡を加算

◎市町村の体制整備

市町村は、保育所その他の関係機関と連携し、以下の業務を実施
（保育内容の支援、巡回指導・相談、代替保育 等）

ガイドライン（イメージ）

◎配置基準

・ 家庭的保育者１人で保育する場合は３人以下、
・ 補助者とともに２人以上で保育する場合は５人以下

◎保育内容 ： 保育所保育指針に準拠し、家庭的保育の特性に留意

◎家庭的保育事業の実施体制：家庭的保育者又は保育所等を経営する者に委託

◎情報提供：家庭的保育の氏名、資格、居宅、保育内容等を適切な方法で周知

◎市町村の体制整備：家庭的保育者を支援するため、助言・指導を行う体制整備、
連携保育所の確保、代替保育の体制整備

◎家庭的保育者：保育士資格を有さず研修によって家庭的保育者として認める際な
どにおいて適切な評価を行う。

◎研修： 保育士資格を有さない者が家庭的保育者となるための認定研修、就業
前に全ての家庭的保育者に課す基礎研修、フォローアップ研修、現任研修、指
導者養成のための指導者研修
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児童福祉施設最低基準と認可外保育施設指導監督基準
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保育所における自己評価の背景

■ 保育所保育指針（平成20年３月告示・21年４月１日施行）
保育士等及び保育所の自己評価と自己評価公表の努力義務
保育内容等の説明責任の明確化 等

■ 社会福祉法及び児童福祉法における情報提供・評価

■ 保育所における質の向上のためのアクションプログラム（平成20年３月通知）における
自己評価の推進と評価の充実
（自己評価ガイドラインの作成とこれに基づく第三者評価の見直し等）

「保育所における自己評価ガイドライン」より

保育所における自己評価
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現行の情報公表・情報提供の仕組み①
（認可保育所に関する情報）

○ 現行制度においては、市町村に対し、認可保育所の運営状況等に関する情報提供義務が課せられている。

○ また、保育所に対して、地域住民への当該保育所の保育に関する情報提供の努力義務が課せられている。

◎ 児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号）（抄）
第二十四条 （略）

２～４ （略）

５ 市町村は、第一項に規定する児童の保護者の保育所の選択及び保育所の適正な運営の確保に資するため、厚生労働省令の定めるとこ
ろにより、その区域内における保育所の設置者、設備及び運営の状況その他の厚生労働省令の定める事項に関し情報の提供を行わなけ
ればならない。

第四十八条の三 保育所は、当該保育所が主として利用される地域の住民に対してその行う保育に関し情報の提供を行い、並びにその
行う保育に支障がない限りにおいて、乳児、幼児等の保育に関する相談に応じ、及び助言を行うよう努めなければならない。

２ （略）

◎ 児童福祉法施行規則(昭和２３年厚生省令第１１号) （抄）
第二十五条 法第二十四条第五項に規定する厚生労働省令の定める事項は、次のとおりとする。

一 保育所の名称、位置及び設置者に関する事項

一の二 当該保育所が認定こども園(就学前保育等推進法第六条第二項に規定する認定こども園をいう。以下この条において同じ。)
である場合にあつては、その旨

二 保育所の施設及び設備の状況に関する事項

三 次に掲げる保育所の運営の状況に関する事項

イ 保育所の入所定員、入所状況、職員の状況及び開所している時間
ロ 保育所の保育の方針

ハ 当該保育所が認定こども園である場合にあつては、就学前保育等推進法第四条第一項第三号及び第四号に掲げる子どもの数

ニ 当該保育所が私立認定保育所である場合にあつては、第二十四条の二第二項の規定により都道府県知事に届け出た選考の方法

ホ その他保育所の行う事業に関する事項
四 法第五十六条第三項の規定により徴収する額又は就学前保育等推進法第十三条第四項の規定による保育料の額に関する事項

四の二 当該保育所が認定こども園である場合にあつては、法第三十九条第一項に規定する乳児又は幼児以外の子どもに関する

利用料の額

五 保育所への入所手続に関する事項
六 市町村の行う保育の実施の概況

② 法第二十四条第五項に規定する情報の提供は、地域住民が当該情報を自由に利用できるような方法で行うものとする。
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◎ 保育所保育指針(平成２０年厚生労働省告示第１４１号）（抄）
第一章 総則
４ 保育所の社会的責任

(１) （略）
(２) 保育所は、地域社会との交流や連携を図り、保護者や地域社会に、当該保育所が行う保育の内容を適切に説明するよう努めな

ければならない。

第六章 保護者に対する支援
２ 保育所に入所している子どもの保護者に対する支援

(１) （略）
(２) 保護者に対し、保育所における子どもの様子や日々の保育の意図などを説明し、保護者との相互理解を図るよう努めること。
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現行の情報公表・情報提供の仕組み②
（認可外保育施設に関する情報）

○ 現行制度においては、認可外保育施設に対し、利用料、保育士等の配置数及び勤務体制、保険に関する事項等につ

いて、都道府県に対する報告を義務付けている。

○ 都道府県知事は、必要と認める事項を取りまとめ、市町村長に通知するとともに、公表するものとされている。

◎ 児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号）（抄）
第五十九条の二の五 第五十九条の二第一項に規定する施設の設置者は、毎年、厚生労働省令で定めるところにより、当該施設の運営の状況を

都道府県知事に報告しなければならない。

２ 都道府県知事は、毎年、前項の報告に係る施設の運営の状況その他第五十九条の二第一項に規定する施設に関し児童の福祉のため必要と

認める事項を取りまとめ、これを各施設の所在地の市町村長に通知するとともに、公表するものとする。

◎ 児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）
第四十九条の七 法第五十九条の二の五第一項の規定による報告は、次の各号に掲げる事項を都道府県知事の定める日までに提出することにより

行うものとする。

一 施設の名称及び所在地

二 設置者の氏名及び住所又は名称及び主たる事務所の所在地

三 建物その他の設備の規模及び構造

四 施設の管理者の氏名及び住所

五 開所している時間

六 提供するサービスの内容及び当該サービスの提供につき利用者が支払うべき額に関する事項

七 報告年月日の前日において保育している乳幼児の人数

八 入所定員

九 報告年月日の前日において保育に従事している保育士その他の職員の配置数及び勤務の体制

十 保育士その他の職員の配置数及び勤務の体制の予定

十一 保育する乳幼児に関して契約している保険の種類、保険事故及び保険金額

十二 提携している医療機関の名称、所在地及び提携内容

十三 その他施設の管理及び運営に関する事項
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現行の情報公表・情報提供の仕組み③ （認定こども園）

○ 現行制度においては、都道府県に対し、認定こども園を利用しようとする者に対し、施設の名称・所在地等を周知す

る義務が課せられている。

◎ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）
（認定こども園に係る情報の提供等）

第六条 都道府県知事は、第三条第一項又は第二項の認定をしたときは、インターネットの利用、印刷物の配布その他適切な方法により、当該認定を受
けた施設において提供されるサービスを利用しようとする者に対し、第四条第一項各号に掲げる事項及び教育保育概要（当該施設において行われ
る教育及び保育並びに子育て支援事業の概要をいう。次条第一項において同じ。）についてその周知を図るものとする。第三条第三項の規定によ
る公示を行う場合も、同様とする。

２ （略）

（認定の申請）

第四条 前条第一項又は第二項の認定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書に、その申請に係る施設が同条第一項各号又は第二項

各号に掲げる要件に適合していることを証する書類を添付して、これを都道府県知事に提出しなければならない。
一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

二 施設の名称及び所在地

三 施設において保育する児童福祉法第三十九条第一項に規定する乳児又は幼児の数（満三歳未満の者の数及び満三歳以上の者の数に区分するも
のとする。）

四 施設において保育する児童福祉法第三十九条第一項に規定する乳児又は幼児以外の子どもの数（満三歳未満の者の数及び満三歳以上の者の数
に区分するものとする。）

五 その他文部科学省令・厚生労働省令で定める事項

２ （略）

◎ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則（平成十八年文部科学省・厚生労働
省令第三号）

（法第四条第一項第五号の文部科学省令・厚生労働省令で定める事項）
第四条 法第四条第一項第五号の文部科学省令・厚生労働省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。

一 認定を受ける施設について幼稚園、保育所又は児童福祉法第五十九条第一項に規定する施設のうち同法第三十九条第一項に規定する業務を目
的とするものの別

二 認定こども園の名称

三 認定こども園の長（認定こども園の一体的な管理運営をつかさどる者をいう。）となるべき者の氏名
四 教育及び保育の目標並びに主な内容

五 第二条各号に掲げる事業のうち認定こども園が実施するもの
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医療機能情報の提供制度の創設 平成19年4月1日施行

医療機関に対し、医療機関の医療機能に関する一定の情報について、都道府県への報告を義務づけ、
都道府県が情報を集約してわかりやすく提供する仕組みを創設（薬局についても同様の仕組みを創設）

【見直しの視点】

○ 必要な情報は一律に提供

○ 情報を集約化

○ 客観的な情報をわかりやすく提供

○ 相談・助言機能の充実

【患者が医療情報を得る手段】

○ 医療機関の行う広告

○ インターネット等による広報

※ 医療機関側による任意の情報

○ 利用者に対する医療機関内の院内
掲示

等

住

民

都

道

府

県

医

療

機

関

○ 「一定の情報」は医療機関でも閲覧可能

○ 正確かつ適切な情報の積極的な提供を行うよう努める責務

○ 患者等からの相談に適切に応ずるよう努める責務

○ 集約した情報をインターネット

等でわかりやすく提供

○ 医療安全支援センター等に

よる相談、助言

医療機関の管理者に対し、

医療機能に関する一定の

情報について、報告を義務

化

【「一定の情報」の例】 ※具体的な範囲は、厚生労働省医政局内に常設する検討会で検討

○ 管理・運営・サービス等に関する事項（診療科目、診療日、診療時間、病床数、外国語対応 等）

○ 提供サービスや医療連携体制に関する事項（専門医〔※広告可能なものに限る〕、保有する設備、

対応可能な疾患・治療内容、対応可能な在宅医療、セカンドオピニオン対応、地域医療連携体制等）

○ 医療の実績、結果に関する事項（医療安全対策、院内感染対策、クリティカルパスの実施、
診療情報管理体制、情報開示体制、治療結果に関する分析の有無、患者数、平均在院日数 等）

※死亡率など治療結果情報のアウトカム指標については、今後、データの適切な開示方法等、客観的な
評価が可能となったものから順次追加予定

他の社会保障制度における情報提供制度の例① （医療）

改正前制度 現行制度



19

介護サービス情報の公表制度の主旨

【介護サービス情報の公表の制度とは】

・ 基本的に全ての介護サービス事業所が、利用者の選択に資する情報を自ら公表し、
標準化された項目についての情報を第三者が客観的に調査・確認し、定期的に公表さ
れる仕組み
※ 事業所の評価、格付け、画一化を目的としない。

※ 情報について、公平に、いつでも、誰でも閲覧可能とするため、インターネットでの情報開示
を基本とする。

・ 利用者が介護サービス事業所を比較検討・選択することを支援
・ 事業者の努力が適切に評価され選択されることを支援

・ 利用者が介護サービス事業所に関する情報を入手し、活用することで、主体的に適
切な介護サービス事業所を選択することができる。

・ 利用者の選択が適切に機能することで、介護サービス事業所においてはサービス改
善への取組が促進され、サービスの質による競争が機能することにより、介護サービス
全体の質の向上が期待される。

他の社会保障制度における情報提供制度の例② （介護）
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介護サービス情報の公表制度の仕組み

介護サービス事業所・施設

《介護サービス情報》
要介護者等が適切かつ円滑に介護サービスを選ぶための情報

都道府県知事 又は 指定情報公表センター
（都道府県知事が指定）

《介護サービス情報を公表≫
○インターネットの活用等

そのまま公表

《基本情報》
○基本的な事実情報

（例）連絡先、主な利用交通手段、事業所の職員

の体制、サービス提供時間、機能訓練室等の設
備、利用料金、苦情対応窓口等の状況 等

利用者（高齢者）
公表情報等を参考として、事業所・施設を選択

《調査情報》
○客観的調査が必要な情報

（例）介護サービスに関するマニュアルの有無、
身体拘束を廃止する取組の有無、個人情報保
護に関する取組の有無 等

閲覧

都道府県知事 又は 指定調査機関
（都道府県知事が指定）

○ 中立性・公平性の確保
○ 調査の均質性の確保

調査後公表
（年１回程度）

報告
（年１回程度）

報告
（年１回程度）
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「福祉サービス第三者評価事業」の概要

１．福祉サービス第三者評価事業の趣旨・目的
○ 意義

事業者の提供するサービスの質を当事者以外の公正・中立な第三者評価機関が専門的かつ客観
的な立場から評価する事業。

○ 目的
個々の事業者が事業運営における問題点を把握し、サービスの質の向上に結びつけること。ま
た、福祉サービス第三者評価を受けた結果が公表されることにより、結果として利用者の適切
なサービス選択に資するための情報となること。

２．福祉サービス第三者評価事業の推進方策
○ 指針の策定
福祉サービス第三者評価事業の普及・促進を図るため「福祉サービス第三者評価事業に関する
指針」を発出。平成１６年５月７日）
さらにガイドラインを元に、サービス分野別のガイドラインを検討し、順次通知として発出。

○ 推進体制
【全国の推進組織】
全国社会福祉協議会が、評価事業普及協議会・評価基準等委員会を設置し、福祉サービス

第三者評価事業の推進及び都道府県推進組織に対する支援を行う。

【都道府県の推進組織】
都道府県推進組織が、第三者評価機関認証委員会･第三者評価基準等委員会を設置し、第三

者評価機関の認証、第三者評価基準の策定、第三者評価基準結果の公表等を行う。
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「福祉サービス第三者評価事業」の推進体制
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「福祉サービス第三者評価事業」の
保育所における受審の状況

受 審 件 数 受 審 率

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

社会福祉施設等 1,678 1,947 2,835 2,765 1.77% 1.98% 2.87% 2.80%

うち保育所 529 650 977 799 2.34% 2.86% 4.28% 3.50%

※ 受審率について、各年10月1日時点の施設数を基に算出（平成20年度は集計中のため、平成19年度の施設数を使用。）

※ 平成20年度の受審件数は速報値。
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